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第５期の成果と第５期の成果と

第６期への展望第６期への展望
―食料安全保障・環境保全・産業競争力の三本柱――食料安全保障・環境保全・産業競争力の三本柱―

農研機構理事長

久間 和生 (きゅうま かずお )

　新年、明けましておめでとうございます。本年が

皆様にとりまして充実した一年となりますよう、心

よりお祈り申し上げます。

　昨年は米が非常に注目され、食料安全保障や、そ

れを支える農業の重要性がクローズアップされた

年でした。農業従事者の減少や高齢化、気候変動、

国際情勢の変化など、農業を取り巻く環境が一層

厳しさを増す中、昨年10月に就任した高市首相は

所信表明演説で施策の独立した項目の１つとして

食料安全保障を取り上げ、「稼げる農林水産業」を

掲げ、先端技術の活用や輸出拡大を強調しました。

私は2018年４月の理事長就任以来、農業・食品版

Society 5.0を実現し、「食料自給率向上と食料安

全保障」、「農産物・食品の産業競争力強化と輸出拡

大」、「生産性向上と環境保全の両立」に貢献するこ

とを組織目標として掲げてきました。これらは、高

市政権の示す方向性とも合致しています。

　農研機構は今年３月で第５期中長期目標期間が終

了します。第５期は、司令塔機能の強化とその下で

の徹底的な機構内連携、農業界・産業界との連携に

よる成果の実用化を徹底してきました。また、農

業・食品産業とAI・ロボティクスの融合を推進し、

多くの成果を創出しました。特に、第４期後半から

開始した九州沖縄経済圏スマートフードチェーン

（SFC）プロジェクト、第５期に開始した北海道SFC

プロジェクト等の産学官が連携してエコシステムを

構築する取組は、産業の実需者や農業者が必要とす

る技術的ソリューションの開発・実装につながる好

事例となりました。今年４月からの第６期中長期目

標期間では、このSFCプロジェクトの取組をさら

に発展させ、農研機構が産学官連携のハブとなり、

生産現場、自治体、大学、企業等を結ぶ新たなエコ

システムを構築することにより、研究開発から社会

実装までを推進します。また研究開発については、

引き続き基盤技術研究本部で農研機構全体のAI等

の情報研究や分析技術の高度化等を推進すると共

に、研究セグメントを、農研機構の目標である「食

料安全保障」「産業競争力強化」「生産性と環境保全

の両立」への貢献を明確にした構成に組み替えます。

具体的には、５つの地域農業研究センターを１つの

セグメントとして食料安全保障を支える産学官連携

と技術普及の拠点と位置づけます。また地域農業研

究センターの生産基盤技術を支えるセグメント、産

業競争力強化を目指すセグメント、生産性向上と環

境保全の両立を目指すセグメントを設置し、目的を

明確にした研究開発と社会実装を進めます。

　昨年４月に閣議決定された「食料・農業・農村基

本計画」では初動５年間で農業の構造転換を集中的

に推し進めることとされています。農研機構はこの

方針に科学技術イノベーションで貢献すべく全力で

取り組んでまいります。我が国の農業にとって、ま

さに今が正念場です。関係の皆様には、益々のご支

援・ご協力、農研機構との連携をお願いいたします。

共に日本の農業の明るい未来を切り拓きましょう。
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　近年、有機栽培への取組拡大が全国的に進められていま

すが、有機栽培では「化学肥料」「化学合成農薬」を使用

しないことから、作物を取りまく生育環境が一般栽培とは

異なります。そのため、有機栽培と一般栽培とでは水稲を

はじめとする作物の生育も異なる点が多く、その特徴を把

握することは、有機栽培を成功させる上で重要となってき

ます。

背景背景

有機栽培水稲の生育面での特徴有機栽培水稲の生育面での特徴

中山間営農研究領域

小林 英和（こばやし ひでかず）

11  Research highlight

　このように有機栽培の水稲では初期生育が抑制されやす

いことから、その改善を図るための栽培管理が必要です。

現在、育苗や施肥法などの改良を通じて初期生育の改善に

取り組んでおり、それらを通じて水稲有機栽培における収

量・品質の安定化に貢献したいと考えています。

研究者情報は、

こちらから ▶　

今後の展望今後の展望

　では、一般栽培と異なる有機栽培の環境条件とはどう

いったものでしょうか？　

　まず、「化学肥料」を使用しないことから、肥料として

使用できるのは生物由来の有機物を原料とする「有機肥料」

に限られ、これには油粕や鶏ふんなどが含まれます。「有

機肥料」は植物に吸収される前に土壌中の微生物によって

分解される必要があるため、施用してから作物に効果が出

るまでに時間がかかります。また、雑草を「化学合成農薬」

以外の手段で抑える必要があるため、「水田の水深を深く

する」、「米ぬかなどの有機物を水田に散布し、それらの分

解に酸素を消費させて土壌を酸素不足の状態（還元状態）

にする」など、雑草が発芽・生育しにくい状態になってい

ます。

有機栽培における水稲の生育環境有機栽培における水稲の生育環境

有機栽培条件が水稲に及ぼす影響有機栽培条件が水稲に及ぼす影響

　このような環境条件は、水稲の初期生育にも抑制的に作

用することから、有機栽培の水稲では茎数が少なくなりや

すく（図）、収量の停滞も生じやすい傾向があります。また、

初期生育が抑制されることで、「高位分げつ」と呼ばれる「分

げつ」が発生し、１本の茎に２本の穂が付く現象が生じる

こともあります（写真）。高位分げつの穂にできる玄米は

粒が小さく、外観品質も劣ることから、収量や品質の面で

むしろ悪影響となります。

▲図　有機栽培水稲の茎数の推移

広島県内の中山間地域での事例。目標穂数は一般栽培での値。

2022 年、2023 年ともに茎数が少なく推移し、出穂期の茎数（≒

穂数）も目標穂数を大幅に下回る結果となった。

▲写真　有機栽培水稲で発生した高位分げつ。

１本の茎から２本の穂が発生。

①通常の分げつの穂、②高位分げつの穂

https://researchmap.jp/read0124981
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施設園芸には施設園芸には
どのくらいのエネルギーが必要か？どのくらいのエネルギーが必要か？

中山間畑作園芸研究領域

松田 周（まつだ しゅう）

　温室で野菜や花きを栽培することを施設園芸と言いま

す。施設園芸は暖房等を化石燃料に依存しており、脱炭素

化は喫緊の課題です。その解決策として再生可能エネル

ギーとの組み合わせが考えられますが、エネルギーの需給

バランス（需要側：施設園芸、供給側：再生可能エネルギー）

を安定させるためには、施設園芸における必要エネルギー

を予測することが重要です。しかし、温室の規模や作物、

気象条件によって必要エネルギーが異なるため、予測のた

めにはこれらの条件を考慮した必要エネルギー予測モデル

が必須になります。ここではそのモデル開発の前段階とし

て、まず施設園芸の電力使用量および燃料使用量を調査し

ました。

温室の電力使用量・燃油使用量を温室の電力使用量・燃油使用量を
計測計測

おわりにおわりに

研究者情報は、

こちらから ▶　

　香川県にあるイチゴの促成栽培温室（床面積 1,100㎡、

棟高 4.5m）で電力および燃油使用量を計測しました（写

真）。本温室では複数の用途に電気が、２つの用途（暖房

と光合成促進用の CO2 施用）に化石燃料が使われており、

用途別の電力および燃油使用量を測定しました。冬期（12

～２月）に最も電力を使用しているのは「空気攪
かく

拌
はん

」でし

た（図：左）。これは温室内のサーキュレーター用の電力で、

複数台が 24時間稼働しているため電気をより多く消費し

ます。次点は「暖房」で、燃油使用量を熱エネルギーに換

算した値と、電力使用量および力率（温室に供給される電

力量のうち、実際に使われる電力量の割合）から算出した

電気エネルギーとの合計において、全用途の中で最も多く

のエネルギーを必要としました（図：右）。このことから

化石燃料の持つ熱エネルギーがかなり大きいことが分かり

ます。この温室全体の必要エネルギーは同期間の一般家庭

約 20軒分に相当し、CO2 ゼロエミッション化を実現する

ためには、これを代替する再生可能エネルギーが必要です。

農林水産業の CO農林水産業の CO22 ゼロエミッショゼロエミッショ
ン化まであと 24 年！ン化まであと 24 年！

　今後は異なる温室規模・作物における電力および燃油使

用量を計測するとともに、各用途の電力使用量や必要エネ

ルギーをモデル化する予定です。最終的には気象予報値か

ら必要エネルギーを予測することを目指しており、さまざ

まな地域の温室への適用が期待されます。

　本研究は内閣府総合科学技術・イノベーション会議の戦

略的イノベーション創造プログラム（SIP）第３期「スマー

トエネルギーマネジメントシステムの構築」JPJ012207（研

究推進法人：JST）により実施しました。

▲図　イチゴ栽培温室の床面積あたりの冬期電力使用量割合　

（左図）と必要エネルギー割合（右図）

▲写真　イチゴ栽培温室における用途別電力使用量・燃油使

用量の計測の様子

https://researchmap.jp/pi-3_141592
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　ダイズは栄養学および食文化の側面からわが国にとって

重要な作物ですが、2023年度の自給率は７％程度（農林

水産省調べ。油糧用含む）と低迷しています。海外からの

供給が必ずしも安定していないこともあり、国産大豆の増

産がぜひとも必要です。

　「品種にまさる技術なし」との言葉もあるように、増産

にあたって新品種の果たす役割は大きいです。このため、

農研機構西日本農業研究センター（以下、西農研）では精

力的にダイズ品種の育成を進めています。

　中心となる目標は、多収かつ主要な用途である豆腐の加

工適性が高い西日本向けの品種の育成です。対象地域が東

海から九州にかけてと広範なため、さまざまな栽培環境を

カバーできるよう、成熟する時期等が異なる複数の品種を

そろえることを目指しています。併せて、醤油あるいは豆

乳に向く品種など、少し毛色の違う目標にも取り組んでい

ます。　

　それらの育成は、交配とその子孫からの選抜という従来

の育成手法で進めていて、遺伝子組換え技術は使っていま

せん。一方、革新的な品種の育成に向けて、海外の品種を

積極的に交配したり、DNAの情報を選抜に利用したりする

（図）など、創意・工夫を重ねています。

はじめにはじめに

おわりにおわりに

西日本地域向けダイズ品種の育成西日本地域向けダイズ品種の育成

中山間畑作園芸研究領域

小松 邦彦（こまつ くにひこ）

33

　農業という産業が続く限り、品種育成に終わりはありま

せん。近年は、気候変動による栽培環境の変化や、生産体

制の変化などに対応した品種の育成も求められています。

西農研は、引き続き、社会的なニーズに対応するダイズ新

品種の育成に全力で取り組んでいきます。

  Research highlight

品種育成の目標と方法品種育成の目標と方法

研究者情報は、

こちらから ▶　

　西農研では、近年、「たつひめ」と「そらたかく」を育

成しました。「たつひめ」は醤油向けの品種で、2026年か

らヒガシマル醬油の醸造用原料として導入されます。「そ

らたかく」は、西農研ほ場において既存品種「フクユタカ」

より３割増し、現地実証試験では５割増しの収量を示した

極めて多収の品種で

（写真）、現在、その

普及に向けてさまざ

まな取り組みを進め

ています。農研機構

ホームページから検

索することで、両品

種のより詳細な情報

をご覧いただけます。

「そらたかく」の栽培

日記もありますので、

そちらものぞいてみ

てください。

▲図　葉焼病抵抗性の DNA マーカー選抜

赤矢印の部分に濃いラインが出ている個体が、西日本で被害

拡大が懸念される葉焼病に抵抗性をもつと推測される。

病原菌を植物体に接種して抵抗性を判断する煩雑な試験を必

要とせず、選抜にかかる時間と手間を大幅に減らせる。

西農研が育成した新品種西農研が育成した新品種

▲写真　極多収品種「そらたかく」

アメリカの品種「Santee」を片親とする。

植物体が大きいが倒伏しにくい。

「そらたかく」の栽培日記は

こちらから▼　

農研機構ホームページは

こちらから▼　

https://researchmap.jp/p2e0a1s6i1n2a0p7od
https://www.naro.go.jp/index.html
https://www.naro.go.jp/laboratory/warc/original_contents/soratakaku/index.html
https://www.naro.go.jp/laboratory/warc/original_contents/soratakaku/index.html
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研究所の事務方として研究所の事務方として

研究を支える研究を支える

　もともと実家では米を作っていました。高温障害で

食味が落ちていたので、ある年、栽培品種を変えたと

ころ、モチモチとしてとてもおいしいご飯になったこ

とを覚えています。この品種こそが農研機構九州沖縄

農業研究センターで育成された「にこまる」で、農研

機構との初めての出会いでした。

　それから十数年経った３年前、ご縁があって農研機

構に採用されました。初配属は茨城県つくば市の本部

人事部で、研修・表彰事務を２年間担当しました。一

昨年４月からは西日本農業研究センター福山研究拠点

に勤務しています。

「にこまる」を食べて育つ「にこまる」を食べて育つ

　研究推進部　研究推進室　運営チーム

　田中 佑欣 （たなか ゆうき）

リフレッシュしたいときリフレッシュしたいとき

　同じタイミングで運営チームに異動となり、お互い

わからないことだらけで、かなり悪戦苦闘しましたが、

仕事に慣れてくると、基本の処理能力が非常に高いの

で、今ではバリバリと仕事をこなしていく様に圧倒さ

れる日々です。旅行が好きとのことですので、ぜひ中

国地方を楽しんでもらえればと思います。今後ますま

すのご活躍を期待しております。　　　　  　　　　　

          研究推進部　研究推進室　運営チーム長　

 　　　　　 長江 信一  （ながえ しんいち）

上司からのメッセージ

研究所の予算担当として研究所の予算担当として

　農研機構では、外部機関から配分される研究資金を

使った受託研究を実施しています。その研究資金の使

途をチェックし、報告するのが現在の私の業務なので

すが、研究資金の使い方のルールは外部機関ごとに違

う上に、予算の業務は初めてだったので、着任当初は

手に負えないことばかりでした。それでも所内や事務

部門の上司や先輩方に根気強く教え続けていただけた

ことで、乗り超えることができました。

　その他にも地域農業研究センターは、研究現場との

距離が近いので、最新の研究成果に触れられること

も、励みになっています。引き続き、知識と経験を蓄

積して、周囲の方々から頼られるような存在に成長し

たいです。

　プライベートではよく旅行に出かけています。子ど

もの頃は島根県浜田市で海水浴をして、岡山県の蒜山

高原でキャンプを楽しみました。最近は広島県尾道市

で名物のお好み焼きを、三原市でタコ料理を堪能しま

した。福山研究拠点は四国へのアクセスも良いので、

次の機会には、うどんやかつおに加えて温泉も楽しも

うと計画中です。

▲写真　千光寺公園頂上展望台から撮影した新尾道大橋
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地域営農グループの研究紹介地域営農グループの研究紹介

　地域営農グループには、栽培管理、雑草管理、土壌、

情報工学、農業経営を専門とする 15 名の研究員が在

籍し、それぞれの専門性を活かしながら、水田を中心

とした中山間地域農業の持続的発展に貢献する研究開

発に取り組んでいます。

はじめにはじめに

中山間地域の水田の中山間地域の水田の
不利な条件を克服する研究不利な条件を克服する研究

　中山間地域の水田は一枚一枚の面積が小さく、経営

の担い手は多数の水田を管理しなければなりません。

また、傾斜地に広がることから、周辺の地形の影響に

より水田ごとに排水性が大きく異なるといった課題も

あります。こうした中山間地域の水田の不利な条件を

克服する一助として、水田ごとの排水性を面状に見え

る化する技術を開発しました。本技術は、水田を造成

した前後の空中写真から、土を削った箇所（切土箇所）

と土を盛った箇所（盛土箇所）を割り出し、水田ごと

中山間営農研究領域 地域営農グループ

グループ長 若林 勝史 （わかばやし かつふみ）

〈メンバー〉猿田 正恭、石岡 厳、藤本 寛、渡部 博明、

山口 典子、堀江 達哉、清水 裕太、髙橋 英博、

川北 哲史、楠戸 建、浅見 秀則、水本 晃那、

加藤 宏幸、阿部 寛生

中山間地域の水田の中山間地域の水田の
有利性を活かす研究有利性を活かす研究

　地理的条件の不利性の一方で、中山間地域は多種多

様な生物が生息するなど豊かな自然環境に恵まれてい

る点が特徴です。こうした環境を活用し、維持向上し

ていくために、有機農業をはじめとする環境保全型農

業の展開が期待されます。そこで中山間地域で有機農

業を広めるために、有機農業の生物多様性保全効果を

見える化し、生産者や消費者に対し有機農業の環境価

値をより認識してもらう取り組みを進めています。

　また、農研機構では、水田の生物多様性を評価する

方法を開発し、公開しています。この評価法をもとに、

現在、地域の生産者や住民、流通業者の皆さまと共に

有機栽培の水田の生きもの調査を実施し、消費者に向

けて店頭で有機農業の生物多様性保全効果を PR する

取り組みを進めています（図２）。

の排水性を判断できる地図（マップ）を作成します。

収量不安定化の要因である排水不良の起きやすい盛土

箇所が把握できることで、効率的・効果的な補助暗
あん

渠
きょ

（本暗渠を補完する暗渠）施工・排水対策を講じるこ

とが可能となります（図１）。

研究者情報は、

こちらから ▶　

▲図１　中山間地域向け排水対策技術 ▲図２　有機農業と生物多様性への関心を高める取り組み

https://www.naro.go.jp/laboratory/warc/introduction/chart/0201/index.html
https://sop.naro.go.jp/document/detail/168
https://www.naro.go.jp/publicity_report/publication/files/ricefield_manual_1.pdf



